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研究開発の概要 人口減少が深刻な地方都市において、地方公共団体単独では維持できない都市機能を分

担して整備する広域連携の仕組みが求められている。しかしながら、広域連携によって、

公共交通を利用して広域連携施設にアクセスする住民の移動時間の増加等については知

見が不足している。そこで、本研究では、①文献調査、アンケート調査、ヒアリング調査

による都市機能に応じた広域連携の傾向・課題の明確化、②携帯電話 GPS データを用いた

既存の広域連携施設の利用者の移動実態の把握、及び連携都市から広域連携施設への公共

交通の時刻表データに基づくアクセス性の把握、③公共交通によるアクセス性改善の先進

事例の文献調査、ヒアリング調査を行った。これらの成果を、地方都市における都市機能

の広域連携の検討を支援するための手引きとしてとりまとめた。 

【研究期間：令和元～３年度 研究費総額：約３２百万円】 

研 究 開 発 の 目

的・目標（アウ

トプット指標、

ア ウ ト カ ム 指

標） 

【アウトプット】 

人口減少が進む地方都市における都市機能の広域連携に関する地方公共団体の検討の参

考となるよう、以下の項目に関する手引きを作成する。 

・都市機能の広域連携の傾向・課題の明確化

・人流ビッグデータ等を用いた住民の広域移動の実態および移動に関する課題の把握

・広域連携に向けた公共交通利用時の移動特性の改善方策の把握

【アウトカム】 

・地方都市における広域連携の計画策定の推進に寄与する。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等） 

 消防や処理施設等に関する従来型の広域連携と違い、住民が広域連携施設に出向いてサ

ービスを利用するタイプの広域連携では、施設を利用する住民の広域移動が必要となる。

しかしながら、そのような広域移動についての実態や課題についての知見が不足している

ため、その把握が必要である。人流ビッグデータの活用により DX の推進にも寄与する。 

また、人口減少が著しい地方都市では、高齢化により自家用車の利用が難しくなる住民

の増加が予想されることから、今後の広域連携推進のためには公共交通利用時の移動特性

の改善方策の検討が必要であり、グリーン社会の実現にも寄与する。 

なお、まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018 改訂版）（H30.12.21 閣議決定）において、

基本方針として「地域間連携の推進」が示されている。また、地方都市が地方版総合戦略

を策定するために必要と考えられる政策パッケージの１つとして、「まちづくりにおける地

域連携の推進」が掲げられている。 

【効率性】（計画・実施体制の妥当性等） 

 広域連携の事例収集や課題把握等は地方公共団体と連携して実施した。また、公共交通

移動の実態把握については、時空間ネットワーク分析の第一人者である中央大学の田口教

授と連携して実施するとともに、広域でのライドシェアの実践面と理論面での知見を有す

る筑波大学の大澤教授と連携して実施した。また、人流データの分析については、(株) NTT

ドコモとの共同研究等による知見を有する国総研都市研究部の都市施設研究室と連携して

実施した。また、ラストワンマイルの交通対策に関する検討についても、同研究室と連携

して実施した。 

【有効性】（目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等） 



 都市機能の広域連携の事例を収集し、傾向・課題の明確化を行った。また、人流ビッグ

データ等を用いた住民の広域移動の実態把握方法および公共交通利用時の広域移動に関す

る課題の把握方法を整理するとともに、地方公共団体が広域連携施設への公共交通による

移動特性の改善方策を検討する際の参考となる事例集を作成した。これらの成果をとりま

とめた手引きにより、都市機能の広域連携の計画検討における地方公共団体の調査コスト

の削減や円滑な計画検討を支援することで、都市機能の広域連携の推進に寄与するもので

ある。 

外部評価の結果 研究の実施方法と体制の妥当性については、公共交通移動の実態把握や広域でのライド

シェア、人流データ分析について、それぞれ必要な知見を有する組織と連携していること

から、適切であったと評価する。 

目標の達成度については、地方都市における広域連携の計画策定を支援するため、初期

段階として広域連携及び移動特性改善の事例、並びにビッグデータの特徴等についてとり

まとめられたことから、目標を達成できたと評価する。 

今後は、広域連携を考えている地方自治体が具体的にどのような方策を選択すべきか検

討できるような成果を期待する。 
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※詳細は、国土技術政策総合研究所 HP＞国総研について＞研究評価＞令和４年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に記載 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

※ プロセスの妥当性や副次的成果、次につながる成果についても特記すべき場合には、

当該欄に追記する。 




